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日本企業の特許の 共 仮に関する統計 分 

0 月は きに 徹屑 中肋 ) 

限られた資源でイノベーションを 促していくために 企業がとりうる 戦略の - つほ，研究開発における 外部との 連 

携 であ る。 実際。 欧米ではもちろん ， 日本でも多くの 企業が，研究開発で 他の企業との 連携を模索しており。 経済 

産業省のアンケート 調査などでその 実態も明らかになりっつあ る。 しかし当然のことながら ，研究開発における 外 

部 との連携 は 。 技術や市場のリスク 以外に様 女 なリスクを伴 うと 考えられるため。 連携をどのような 形でどの程度 

進めて い くべきかを検討するには。 これまでの成果に する詳細かっ 客観的なデータの 分析が不可欠であ る。 

研究開発での 連携の成果として 考えられる一つの 形 は ，特許の共同出願。 登録であ る。 したがって。 共同出願さ 

れた特許のデータを 詳細に分析すれば。 研究開発における 企業間連携の 決定要因や効果を 明らかにすることができ 

ると考えられる。 ところが。 これまで経営。 経済学におけるイノベーションに 関する実証研究の 多くが特許データ 

を用いて行われているにもかかわらず。 特許の共同出願に 関する実証分析は ，海外でもまだ 蓄積されていない。 し 

たがって。 特許の共同出願という 現象については ，あ まりよく知ら ていないのが 現状であ る ( ヨ agedoo ⑱ ， 2 ㈱ 3) 。 

そこで本研究では。 特許の共同出願という 企業行動に着目し。 わが国の主要な 金葉における 特許の共同出願に 関 

する統計分析を 行い。 産業別の傾向を 明らかにするとともに ，企業規模や 研究開発投資性向が 共同出 

向 に与える影響について 分析する。 

一 

特許に関する 実証分析は欧米を 中心にかなり 蓄積されている (G 「 ill@ches, 19g0L 。 また。 特許の共同出願の 背後に 

あ ると見られる 研究開発の企業間連携についても ，様々なアプローチによる 研究が蓄積されている。 ところが。 特 

許の共同出願という 現象を直接分析した 研究としては。 H ㎎ edoo ⑱， 鰍 a@.(2 ㏄のおよび 鱒 ag ㊨㈱ 免 (2003) などがあ るに 

過ぎない。 闘 agedoom, 蕊 al.(2003) は。 近年。 米国で特許の 共同出願数が 増加していることを 踏まえ。 研究開発にお 

ける何らかの 連携後に共同出願された 特許の件数を 分析し。 過去においてのそのような 連携の経 

の 件数に対してほとんど 影響を与えないが ，過去に共同出願を 経験していることは 有意に正の影響を 与えているこ 

とを示した。 また， 滋 穿蕊 0%(2003) は。 業種間で共同出願件数 ( 割合 ) に遠いがあ ることを示し。 技術知識の専有 

化の有効性や 分離可能性が 業種によって 異なることにその 理由があ ると示唆している。 しかしながら ，現状では， 

特許の共同出願に 関する研究は。 ほとんどなされていないに 等しい。 筆者の知る限り ，国内の特許を 対象とした分 

析も存在しない。 

仮説 

本研究では。 わが国の主要な 企業における 特許の共同出願について 一般的な傾向を 明らかにするための 分析を行 

ぅ 。 具体的には，各企業の 共同出願の件数もしくほ 比率が，企業のどのような 属性によって 説明できるのかについ 
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て 考察し，いくつかの 作業仮説を立てた 後。 それを統計モデルによって 検証する。 

ここでは。 作業仮説を導くために。 企業にとっての 共同出願のメリットとデメリットを 考えてみたい。 まず，そ 

もそも共同出願される 特許は。 共同出 入 との間で独占排他的な 特許の権 利を共有しょうとするものであ り。 企業 

にとっては「次善の 策」であ るという見方があ る 鮨 age 蕊 。 ㊥ ， 2 ㏄ 3L 。 海外と日本では。 特許権 の共有に関する 法律 

が若干異なっているが ，わが国では 特許法 73 条で， alm 他の共有者の 同意を得なけれ ば ，持分の譲渡，質権 の設定 

ができない。 W2) 各共有者は。 他の共有者の 同意を得ないで 特許発明を自由に 実施できる， (3) 他の共有者の 同意を得 

なければ，第三者に 実施許諾ができない ， とされている。 したがって共同出願して 特許権 を共有する場合には ，他 

の共有者の同意を 得なけれ ば できないことがあ る 分 。 それを単独で 有する場合に 比べれば。 メリットは小さい " 加 

に 際しては，契約の 不完全性などに 伴 う 取引費用の増加という ヂ メリットも無視できないだろう。 

しかし，一方で。 特許の共同出願の 背景には，研究開発における 企業同士あ るいけ企業と 大学など異なる 組 

の連携があ るのが普通であ る。 共同研究など ，研究開発における 連携にほ様々なメリットがあ ると考えられる。 岡 

目 1999) は，そのメリットが ， ()) 研究開発における 規模の経済の 実現， (2) 完的 研究テーマをメンバ 一間で割り振 

ることによる 重複投資の回避， (3) 不十分な占有可能性に 伴う技術情報の 拡散。 模倣などによるスピルオーバー 効果 

の防止 ( 外部性の内 きロィヒ ), の 3 点に集約されると 述べている。 いずれにせよ。 連携の結果として。 特許権 を共有し 

ようとするのであ れば。 それは決して「次善の 策」とも言えない。 問 は 。 どのような企業にとって ，特許の共同 

出願のメリットが 比較的大きくなるのか ， ということであ ろう。 

そこで，上記を 踏まえて。 本研究では， 2 つの作業仮説を 設定した。 第一の仮説は。 研究開発集約型の 企業ほど 

共同出願の割合は 小さくなる， という仮説であ る。 これは，研究開発により 多くの資源を 配分している 企業ほど， 

その成果の形であ る特許権 をより 白 に 利用できるメリットを 求めると考えられるからであ る。 次に。 第二の仮説 

は ，企業の規模が 大きいほど共同出願の 割合は小きくなる ， という仮説であ る。 これほ，企業規模が 大きくなるほ 

ど，共同研究などによる ( 規模の経済の 実現などの ) メリットが相対的に パ 、 さくなると考えられるからであ る。 以 

下でほ。 計量モデルを 用いて， こうした仮説を 検証する。 

  
ワ @   推定方 ; 

本稿でぼ。 各社の共同出願の 特許件数 ふのゑ Ⅳ℡ 久ァ を襖説明変数とした 計量モデルを 考えるが。 説明変数には ，オ 

フセットで特許出願件数の 対数値を含めることで ，実質的に共同出願比率を 推定するモデルとしでいる (S 血 。 ㏄ ぼ ， 

2003) 。 その他の説明変数としては。 過年度の研究開発費 ( ), 売上高 ( 協 U ⑧，および業種 ダミ 一変数 

(DUM 材ハの ) を含める。 被 説明変数が計数データ (Co 皿 t Da 圭 a) であ ることから。 推定は，その 性質を考慮した 負 

の 二項回帰 そヂル を用いて行かう。 負の ニ項 回帰モデルでは ，説明変数のべクトル 激が与えられたとき ， 被 説明 変 

数ダが 。 以下のような 条件付期待値月を 持つ負の二項分布に 従うと仮定する。 

卍 ,=E( 方 @i)=e 
く下 ) 

ただし。 タは 推定するパラメータであ る。 負の二項回帰モデルでは ，分散は条件付期待値に 依存した次の 式で与え 

られる。 
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ここで， ぽは 散らばり母数 (dispers 宜 Conpara ぬ eter) であ る。 負の二項分布の 確率密度 関 

㍗   くダ     ・ +   がフ [  がⅠⅠ みヨ     

く 2) 

く 3 ノ 

であ る。 ただし， ダは ガンマ関数であ る。 そして，散らばり 母数ぽ は 。 け夕 となる (5 血 。 鰻仔 ， 2003) 。 負の二項目 

帰 モデルのパラメータ および ぽ ( あ るいは 1/0) は 最尤法 によって推定する。 

本研究で用いるデータ は 。 B 社の「特許四季報」から 収集した " 具体的には， 日本企業 500 社が 1999 年， 簗 ㈱ 

年 ，および 2 ㏄五年に出願した 特許出願件数と 共同出願件数。 および各企業の 1999 年度および 2 ㏄ 0 年度の研究開発 

総額と売上高であ る。 共同出願件数は。 出願人が複数の 特許出願の件数で。 共同出願人の 間の資本関係の 有無な 

どで区別はしていない。 今回用いるデータによれ ば ， 日本企業の特許出願件数に 対する共同出願の 比率は，平均で 

約五割であ る。 1999 年から 2 ㏄ a 年にかけては 若干増加しているが ，それほど大きな 変化ではない。 

表工は 。 複数のモデルを 負の ニ演 回帰モデルで 推定した結果を 示したものであ る。 ただし。 各業種 ダミ 一の推定 

値は省略している " はじめに。 200 て 年の共同出願特許件数を 被説明変数とし ，説明変数に 同じ年の特許出願件数を 

オフセットで 含めた上で。 2000 年度の研究開発費および 売上高 ( それぞれ対数値 ) 。 さらに業種別ダミーを 含めた 

モデルを推定した ( モデル き "L 。 その結果，研究開発 こ ついてほ。 係数が有意に 負の植となった 一方，売上高に 

ついてば係数が 有意に正の値となった。 これは，売上高を 一定として研究開発費が 増加する。 すなわち研究開発費 

割合が高くなると。 特許を共同で 出願する傾向が 弱くなることを 示唆している。 これは。 言い換えれば。 研究開発 

に 積極的な企業ほど ，特許は単独で 出願する傾向が 強いということであ る。 このことは。 ㏄㈱年の共同出願特許件 

数を被説明変数とし ，説明変数の 研究開発費と 売上高を簾㏄ 年度のデータにした 場合 ( モデル 柊 ) でも 

ことができた。 ざらに，業種ダミーを 説明変数から 除いて推定したモデル 2 でも， ほぽ 同様の結 

お ，九度 比 検定の結果によれば ，業種ダミーを 含めた モヂル 主の方が適合度の 点で優れているということが 判明し 

た。 これほ。 共同出願の決定要因を 分析する上で。 業種の差が無視できないことを 意味している。 紙幅の制約のた 

め 詳細は省くが。 他産業と比べて ，電力ガス産業などの 共同出願 は 有意に多いことなどを 確認している。 

モデル五では ，研究開発費と 売上高が同じ 割合で増加する 場合には，それぞれの 係数の推定値に 大きな差がない 

ことから，そのような 企業規模の増加が 共同出願の傾向に 与える影響 は 明確ではない。 そこで。 企業規模の与える 

影響についてさらに 分析するために。 説明変数を研究開発比率と 売上高とするモデル 3 を推定した。 研究開発比率 

の係数は，有意に 負の値となっており。 モデル 3 の結果と整合的であ る。 このモデルにおける 売上高の係数は。 研 

究開発比率を 一定として，企業の 規模が特許の 共同出願に与える 影響を示すものであ るが，推定結果を 見ると， こ 

れは統計的に 有意とはいえないことが 判明した。 これ ば ，企業の規模 は ，共同出願の 傾向に影響を 与えないと解釈 

することもできるが。 もしかすると。 企業規模と共同出願の 件数が，一次の 項のみで表されるような 単調な関係で 

はない可能性もあ る。 そこで。 この可能性について 検討するために ，説明変数に 売上高の対数値の 二乗 ( 二次の項 ) 

を加えたモデルを 推定した ( モデル め 。 その結果。 売上高の一次の 項については ，係数が有意水準 5 冤で統計的に 

有意な負の値となった 一方。 二次の項は，やはり 有意水準 5 冤で有意に正の 値となった。 これは，共同出願の 件数 
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被 説明変数 

@ 綿 DExPP,@@ 研究開発 輿い期ラ幻 

RD せ 八 % 。 ， 研究開発 妻 比率 (w 期 ラヴ ) 

取胡 AZ.RS,-,@ 売上高い期ラヴ ) 

恥経 ALEs3       , ヂ 売上高い 

D ㍍ 材 W 入 @D 斐麺グ ミ一 

モ -)M@a モデル 曲 モ - ル 2 モデル 3 モ 5.@L,4 
ぶう力 下田ス v T4100@  76 円Ⅳ℡は ア 7uon                                             / のど V7@ 几 H4 アフ ㏄ l 
2 ㏄ l 年の共同出額件数 911 ㏄年の共同出額件数 2 ㏄ l 年の共同出頭件数 e ㏄ l 年の共同出 婁 件数 2 ㏄ l 年の共同出願件数 

推定値 推定植 推定値 推 建値 推定 値 
。 2.30%j  。 。 -3.3234 " -3923% 。 。 ． @.2473 " 4.5653 

く 0 ． 5:31 羽 @0 ． 58@2 泊 (0.407% レ   
"0.2433 。 。 -0.253% 。 。 -0.283% 。 。 

ゆ ． 0 年 6 羽 く 0 ． 04i4 Ⅰ く 0 ． 04,1 笘 j 
。 2.6@n3 。 。 

く 0.8459@ 

0.2470@ " 0.27 る 0 。 。 0 ・ 35% う 。 。 0 ・ 0023 

(0.0573) く 0.05992@ (0.0514 レ く 0 ． 0323 Ⅰ 

    なし   

く 2.796 め 

(0 ． 笘 567) 

、 0 ・ 9489 " 
(0 ． 4337 ラ 

0 ． 0395 。 

も 0 ． 0l8%@ 

あ り 

" 有意水準 i% で統計 酊 _ 石亀。 有意水準 5% で 統 ; 十動 こ 有鼠 

は ，企業規模が 大きくなるにつれ。 はじめ ほ 減少するが。 その減少の種度は 徐々に小さくなることを 意味する。 実 

際に。 今回のサンプルにおける 売上高の範囲では ，共同出願件数 は ，売上高があ る一定の 模 まで減少し。 やがて 

増加に転じると L, ぅ 傾向にあ ることが明らかとなった。 したがって，企業規模が 非常に小さいと。 共同出願に依存 

するメリノ ト の方が よ り大きいといえることは 確認できたことになる。 しかし一方で ，あ る一定の規模を 超えると。 

再び共同出願を 行な う メリットの方が 大きくなる可能性についてほ。 異体的にどのような 要因が 

る必要があ る。 

本稿では。 日本企業の特許の 共同出願について 統計的な分析を 行い，平均的に。 研究開発比率が 高まるほど共同 

出願は回避きれる 傾向にあ ること，売上げでみた 企業規模が大きくなると。 あ る程度までは 共同出 

なること。 業種によって 統計的に有意な 差が存在すること ，などを明らかにした。 今後 は 。 共同出願の決定に 与え 

る他の要因についても 検討するとともに ，特に業種間の 差について。 より複雑な統計モデルによる 分析を行 う 予定 

であ る。 
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